
○ パッケージ事業の提案と同時に計画を提案する地域が対象

○ ３人以上の非自発的離職者等（地域求職者）の雇入れが必要

○ 創業に要した費用の３分の２を支給（3000万円を上限）

・ 創業等開始後、６月ごとに支給額の1/3 (第1回,第２回）、1/6（第3回、第4回）を支給

外部有識者等都道府県

地域の経済団体市町村

地域雇用創造協議会

③計画指定
①計画提案

その他の地域関係者

創業者等が実施する
事業の内容、対象者
の募集方法・選定基
準を明示

第三者委員会

②計画審査（選抜）

④募集

⑤応募

⑨支給

⑧支給申請 ⑦創業等・
雇入れ

先導的創業等

支給要件・支給額等

先導的な創業等の
実現、パッケージ事
業との相乗効果

⑥選定※

○ パッケージ事業を実施する地域雇用創造協議会が作成した事業の実施計画に基づき、地域求職者を雇い入

れ、新たに地域の産業及び経済の活性化等に先導的な役割を果たす事業を開始する事業主に対し、事業を開

始するために要した費用の一部を助成する

雇用創造先導的創業等奨励金（パッケージ関連事業）

※ 協議会がパッケージ事業により必要な能力等を付与した創業等
予定者の中から１者の支給対象者を指定

厚生労働省

創業等予定者

都道府県労働局
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